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図 1 試験体形状 

既存 RC 造建築物の扁平梁外付けフレームによる耐震補強工法の研究  

その 1 扁平梁外付けフレームの十字形接合部の梁曲げ破壊実験 

 

 
1. はじめに 

 著者らは既存 RC 造建築物の外付けフレームによる耐震

補強工法の開発研究を行ってきている 1)～3)。本工法の特徴

は柱梁接合部に高強度のプレミックスタイプのポリマー

セメントモルタル（PCM）を用いることにより、高強度コ

ンクリートが容易に調達できることにある。 
本研究は、既存の RC 造建築物のフレームに扁平梁外付

けフレームを直付けして補強を行うものである。扁平梁は、

従来の梁より薄いので開口部の邪魔にならないという特

徴がある。本報（その 1）では、十字形柱梁接合部の梁曲

げ破壊実験について報告する。 
 

  

2. 試験体 

試験体は、1/2 縮尺の J-9 試験体 1 体である。試験体一覧

を表１に、試験体形状および配筋を図１に、使用材料の試

験結果を表 2 および表 3 に示す。比較対象として、既往の

研究 1）で実施した標準的な梁を用いた J-1 の試験体もあわ

せて示す。J-9 試験体の柱梁の形状は、梁幅比（柱幅に対

する梁幅の比）が 2 で、梁が柱に対して偏心して接合され

た試験体とし、柱の寸法は b×D=300×400mm、梁の寸法は

b×D=600×250mm としている。梁の主筋は 18-D16(SD490)、

あばら筋は 4-U7.1＠50(SBPD1275)とし、柱梁接合部の柱よ

り張り出している梁部分（以下、張出部）においては、張

出部の主筋をせん断補強筋で囲うようにコの字型に折り

曲げた鉄筋（以下、コの字型補強筋）を配筋している。コ

の字型補強筋は、張出部の上下梁主筋に結束し、その先端

の定着により柱梁接合部へと定着した。柱の主筋は

14-D16(SD390)、帯筋は 3-U7.1@50（SBPD1275）としてい

る。柱梁部材は設計基準強度 Fc=36N/mm2のコンクリート 
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図 3 試験体の最終ひび割れ状況 

図 2 加力装置 

(b) J-1 試験体 

を打設し、柱梁接合部は設計基準強度 Fm=60N/mm2 の PCM
を打設している。 

J-1 試験体は 1/2 縮尺であり、柱梁部は Fc＝33N/mm²の

コンクリートを、柱梁接合部は Fm=60N/mm²の PCM を打

設している。施工上の観点から接合部近傍の梁の一部にも

PCM を使用している。両試験体は、破壊形式が梁主筋の曲

げ降伏を想定した試験体とする。また、柱梁接合部のせん

断強度は十分余裕があるものになっている。 
 
3. 加力方法 

図 2 に加力装置を示す。反力ビーム上に設置したピンに

柱脚を、左右梁両端のピンにロードセルを接続し、柱頭に

水平加力ジャッキ、パンタグラフ形式の面外拘束装置を接

続する。また、梁端部片側にもパンタグラフ形式の面外拘

束装置を接続する。加力は、水平ジャッキにより正負繰り

返しの水平力を載荷する。なお、試験体は外付けフレーム 

 
 

 
 
 

の柱梁接合部の部分架構を取り出したものであるため，軸

力はゼロとした。 
制御は、試験体に設置した十字形の計測治具（上端と下

端を加力治具にピン接合）により求められる層間変形角 R
による変位制御とする。層間変形角は、梁両先端部と計測

治具の左右端部との鉛直変位の差（Rδy－Lδy）を梁スパン

（L=2500mm）で除して求める。加力スケジュールは

R=±0.125×10-2rad. を 1 サ イ ク ル 、 R=±0.20×10-2rad. 、
R=±0.40×10-2rad.、 R=±0.67×10-2rad. 、R=±1.00×10-2rad. 、
R=±1.50×10-2rad. 、R=±2.00×10-2rad.、 R=±3.00×10-2rad. 、
R=±4.00×10-2rad.を目安として各々2 サイクルずつ加力を行

った。 

 
4. 実験結果 

図 3 に最終ひび割れ状況を、図 4 に柱水平力 Q－層間変

形角 R の関係を、図 5 に柱主筋および梁主筋のひずみ分布

を示す。Q は柱に作用する水平力で水平ジャッキの荷重値

である。 
4.1 J-9 試験体 

1回目のR=±0.20×10-2rad.の加力サイクル時に梁のコンク

リートに曲げひび割れが発生した。なお、梁のコンクリー

トに曲げひび割れが発生した加力サイクルのピーク時の

水平力は、正側で 55.2kN、負側で-55.2kN であった。2 回

目の R=-0.20×10-2rad.の加力サイクル時および 1 回目の

R=+0.40×10-2rad.の加力サイクル時に柱梁接合部の PCM に

斜めひび割れが発生した。その後、1回目のR=±0.40×10-2rad.
の加力サイクル時に梁のコンクリートと PCM の境界およ

び柱コンクリートにそれぞれ曲げひび割れが発生した。 
2 回目の R=-0.40×10-2rad.の加力サイクル時および 1 回目

の R=+0.67×10-2rad.の加力サイクル時に柱梁接合部の張出

部上下面に斜めひび割れが発生し、左梁の下端筋の柱内を

通る主筋のうち 1 本の主筋ひずみが降伏ひずみに達した。

その後、1 回目の R=±1.50×10-2rad.の加力サイクル時に柱内

を通る梁主筋のひずみがそれぞれ降伏ひずみに達した。ま

た、このとき柱梁接合部の境界面における柱主筋のうち、

張出側における主筋のひずみが降伏ひずみに達した。その 
 

 
 
 

鉛直ジャッキ

正加力 負加力

水平ジャッキ

ロードセル

面外拘束装置

面外拘束装置

ロードセル

700 3,700 700

2
,2

004,
75

0
70

0
20

0

7,300

(a) J-9 試験体 

 232



 

(a) 上端梁主筋 5（J-9） 

 
(b) 下端梁主筋 5（J-9） 

(c) 上端梁主筋（J-1） 

 
(d)  下端梁主筋（J-1） 

 

(e)  柱右側主筋（J-9） (f) 柱左側主筋（J-9） 

(g)  柱右側主筋（J-1） (h)  柱左側主筋（J-1） 

(i)  梁の危険断面位置（J-9） 
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(b) J-1 試験体  
 
 

 
 

 
 
 
 
後、柱梁部材の曲げひび割れおよび柱梁接合部および張出

部上下面の斜めひび割れが発生または伸展し、1 回目の

R=±3.00×10-2rad.の加力サイクルのピーク時に正負ともに

最大耐力を迎え、その時の水平力は正側で 177.0kN、負側

で -172.5kN で あ っ た 。 な お 、 最 大 耐 力 を 迎 え た

R=±3.00×10-2rad.の加力サイクル時には柱外に配置した梁

主筋のひずみも降伏ひずみに達した。 
最大耐力後の水平力は，ほぼ低下せず、1 回目の

R=±4.00×10-2rad.の加力サイクル時に柱梁接合部の斜めひ

び割れが大きく開き、PCM の外側がはらみ出しおよび剥落

した。なお、同サイクルピーク時の水平力は正側で 171.5kN、

負側で-172.5kNであった。その後、2回目のR=±4.00×10-2rad.
の加力サイクル時に梁の長手方向に張出部境界に沿った

段差が生じ、同サイクルピーク時の水平力が低下した。そ 
の時の水平力は正側で 147.4kN、負側で-154.0kN であり、 

 
 
 

最大耐力の 80%（0.8eQu）程度を保持していた。水平力が

最大耐力の 80%（0.8eQu）まで保持した時の層間変形角と

安全限界変形角を考えると、正負とも R=±3.00×10-2rad.の繰

返し時であり、J-9 試験体は F=3.09 程度の変形性能を有し

ていると判断する。J-9 試験体の破壊形式は、柱梁接合部

内に位置する主筋が降伏した後に試験体の剛性が低下し

たこと、またその時の柱主筋における引張有効鉄筋の一部

および柱梁接合部のせん断補強鉄筋が降伏ひずみに達し

ていなかったことより、梁曲げ破壊であると判断する。 
4.2 J-1 試験体 

１回目の ⁻R=±0.20×10 ²rad.の加力サイクルで梁のコンク

リートと PCM の打継部に曲げひび割れが発生した。1 回目 
の ⁻R=±0.67×10 ²rad.の加力サイクルにおいて柱梁接合部に

せん断ひび割れが発生した。その後、柱梁部材の曲げひび 
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図 4 柱水平力 Q－層間変形角 R 関係 

図 5 柱主筋および梁主筋のひずみ分布 

(a) J-9 試験体 
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(1) 

*1 cQsu ：柱せん断耐力時水平力 *2 cQmu：柱曲げ耐力時水平力 *3 bQsu：梁せん断耐力時水平力  *4 bQmu：梁曲げ耐力時水平力  

*5 jQu ：柱梁接合部せん断耐力時水平力  *6 cQu ：水平耐力計算値    *7 eQu ：水平耐力実験値   

 

割れおよび柱梁接合部のせん断ひび割れが発生及び進展

し 、 1 回 目 の R=±2.0×10⁻ ²rad. の 加 力 サ イ ク ル の

R=±1.59×10⁻ ²rad.で右梁の下端主筋がコンクリートとPCM

の打継部付近で引張降伏ひずみに達し、剛性が低下した。

梁主筋の降伏以降は水平力の増大はほとんどみられなく

なり、1 回目の R=±3.0×10⁻ ² rad.の加力サイクルの正側ピー

ク時に正側での最大耐力 179.0ｋN に達した。また、左梁

の上端主筋がコンクリートと PCM の打継部付近で引張降

伏した。1 回目の R=±4.39×10⁻ ²rad.の加力サイクルの負側

ピーク時に負側での最大耐力-167.0kN に達した。 

 なお、R=±4.39×10⁻ ²rad.サイクルまで柱梁接合部のせん

断破壊、鉄筋の定着破壊、部材のせん断破壊は見られなか

った。柱主筋は降伏ひずみをこえていないことから、試験

体の最大耐力は、梁主筋の降伏で決まったと考えられ、試

験体の破壊形式は梁曲げ破壊であると判断される。水平力

が最大耐力の 80％である-133.6kN まで低下した時の層間

変形角を安全限界変形角と考えると、正負とも

R=3.0×10⁻ ²rad.となる。 

4.3 J-9 試験体と J-1試験体の比較 

図 5（i）のひずみ分布から分かるように、J-9 試験体の

梁主筋について、梁の張出部端から 2 本の鉄筋を除いて、

全ての鉄筋が降伏した。J-9 試験体の柱主筋については、

内側 2 本（張出部反対側）を除き、全ての鉄筋が降伏する

結果となった。J-1 試験体の柱主筋については、全ての主

筋が降伏しなかった。また、J-9 試験体の方が J-1 試験体に

比べ、早い時期に柱梁接合部にひび割れが入った。J-9 試

験体は J-1 試験体に比べ、柱側面に曲げひび割れが多く生

じていた。 

 

5.  各部材の終局耐力の検討 

両試験体の柱、梁、柱梁接合部の終局耐力の計算値と実

験値を比較して表４に示す。算定に用いた各部材の耐力式

を (1)式～(5)式に示す。 

柱の曲げ耐力 4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱のせん断耐力 4⁾ 

 

 

梁の曲げ耐力 4⁾ 

 

梁のせん断耐力 4⁾ 

 

 

柱梁接合部のせん断耐力 4⁾ 

jQu=κ･φ･Fj･bj･Dj 

 

κ=1.0(十字形)、φ=0.85 

σB： PCM あるいは高強度コンクリートの圧縮強度 

 

表 4 の J-9 試験体の bQmu の値は、梁主筋が全て降伏した

と仮定して計算したものである。実験時の梁主筋の降伏状

況に基づいて計算すると、bQmu の値は 202.9kN となった。 

 

6. まとめ 

 十字形柱梁接合部の梁曲げ破壊実験を行い、得られた主

要な知見について以下に記す。 

① J-9 試験体は J-1試験体と同等の良好な変形性能を有し

ている。 

② J-9 試験体では梁主筋は全て降伏するのではなく、梁

張出部端から 2 本の梁主筋は降伏しなかった。 

② 両試験体の破壊形式は梁の主筋降伏による曲げ破壊で

あったが、J-9 試験体では柱主筋の大部分が降伏してい

た。 
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実験値

ｃQsu kN*1 cQmu kN*2 bQsu kN*3 ｂQmu ｋN*4 jQu kN*5 破壊形式 ｃQu ｋN*6 eQu kN*7

370.4（上柱）236.4（上柱）
361.8（下柱）236.4（下柱）

J-1 350 194.4 297 159 358.9 梁曲げ破壊 159 179.0 0.92

試験体
計算値

実験値/計算値

J-9 356.4 214.7 219.3 梁曲げ破壊 214.7 177.0 0.82

表 4 各部材の終局耐力計算値と実験値 
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